
JICA開発大学院連携の海外展開
JICA開発大学院連携で提供しているプログラムを海

外でも受講したいという声を踏まえ、開発途上国で
「JICA日本研究講座設立支援事業（JICAチェア）」を実

施しています。これは、各国のトップクラスの大学など
を対象に、日本の開発経験をその背景にある歴史や文
化も踏まえて学ぶ「日本研究」講座の設立を支援するも
のです。

JICAチェアには、日本から講師の短期派遣、関連動
画教材の提供などを行う「短期集中講義」と、連続講座
の設置、共同研究、研究者・教育者の日本への受け入れ
などを行う「日本研究講座設置」の形態があります。
2023年度の累計実施国は、2022年度の71カ国から

78カ国へと拡大しました。
2023年度は、日本の大学などから講師を各国に派遣

し、対面での開催が増加したことにより、より円滑で双
方向の活発なディスカッションが実現しました。また、
JICAチェアを促進するために、放送大学と共同制作し
た「日本の近代化を知る７章」や続編「続・日本の近代化
を知る」のほか、JICAグローバル・アジェンダに沿って
分野別に日本の開発経験を学ぶ動画教材などを活用し
ています。
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ビジネスの役割の拡大
　開発途上国に流入する民間資金がODAを遥かに上
回るなかで、ビジネスの強みを生かした課題解決への
期待は大きくなっています。近年、SDGsを積極的に
経営に取り込む企業や、ESG投資・インパクト投資を

中小企業・SDGsビジネス支援事業

重視する金融機関は増加傾向にあり、ビジネスと開発
途上国の課題解決に向けた取り組みの親和性はます
ます高まっています。 JICA中小企業・SDGsビジネス
支援事業は、開発途上国の課題をビジネス機会と捉
え、自社が持つ技術や製品、ノウハウなどを活用して

民間企業との連携　
多様な事業とパートナーシップ

民間企業による経済社会開発を支援
JICAの有償資金協力のうち、海外投融資はインフラ整
備、貧困削減、気候変動対策などの分野で開発効果の高
い事業を行う日本企業を含む全世界の民間企業などに対
して、「融資」「出資」の形態で支援するスキームです。
　民間金融機関や国際金融機関などとの連携のほか、
JICAの他の事業やスキームとの一体的な実施により、
開発効果のさらなる発現や事業リスクの軽減などを目指
しています。特に、他国の開発金融機関や国際機関とは
業務協力覚書を締結するなど、協調融資の促進に向け
た連携を進めています。また、2023年5月に「気候変動
対策推進ファシリティ（ACCESS）」「食料安全保障対応
ファシリティ（SAFE）」「金融包摂促進ファシリティ
（FAFI）」の3つの融資枠を創設し、この分野での取り組
みを推進しています。

2023年度は、ナイジェリア「気候変動対策支援事業」、

海外投融資

タイ「バンコク都電動バス導入事業」、ペルー「グリーン
ファイナンス普及事業」といった気候変動対策に資する
事業、インド「地方金融アクセス改善事業」、カザフスタ
ン「中小零細事業者支援事業」などの女性が経営する中
小零細企業などを支援する金融包摂に関連した事業を
含め、計13案件を承諾しました。また、日ASEAN特別
首脳会議に向けたアジア開発銀行との「アジアインフラ
パートナーシップ信託基金2（LEAP2）」の調印や G7保
健フォローアップ・サイドイベントでのブラジル「医療ア
クセス改善事業」の取り上げ、日ウクライナ経済復興推
進会議に合わせたウクライナ・モルドバ「輸出志向型産
業支援事業」の調印など、日本政府の外交政策も踏まえ
事業を実施しています。
さらに、カザフスタン、ウクライナ、モルドバ、パナマ、
ナイジェリアで当該国・地域で初めての海外投融資案件
を実現し、出融資先の多様化も進めています。

海外投融資候補案件の形成を支援
協力準備調査（海外投融資）は、開発途上国で日本の
民間の活力を生かせる事業の発掘・形成を目的としたス
キームです。民間企業からの提案に基づき調査を委託
することで、海外投融資の活用を前提とした事業計画
の策定を支援します。2023年度は2件を採択しました。
開発途上国での民間事業は、ソフト・ハード両面で

協力準備調査（海外投融資）

の投資環境の不備、採算性確保の難しさ、適切な官民
の役割・リスク分担の認識不足、開発途上国政府の支
援不足など、多くの課題があります。JICAは民間企業
の個別事業の形成を支援するだけでなく、開発途上国
で政策・制度の構築や実施能力の強化に協力するな
ど、事業化に向けた包括的な取り組みをさらに推進し
ていきます。

新たな市場の開拓に取り組む日本の民間企業を支援。
その企業の事業展開を通じて開発インパクトの発現を
目指す、民間企業による提案型事業です。

民間企業との連携・共創
　本事業は、ビジネスの検討段階に応じた3つの支援メ
ニューを提供しています。2022、23年度で試行的に実
施したニーズ確認調査とビジネス化実証事業では、
JICAが配置するビジネスコンサルタントが、採択企業に
ビジネスモデルの検証やビジネスプランの策定を伴走支
援することで、ビジネス実現性を高め、開発インパクトの
最大化を目指しています。2024年度には試行結果を踏
まえ、新たに開始したメニューを本格的に導入します。
また、JICAは「企業共創プラットフォーム」を設置し、
民間企業や金融機関、地方自治体などさまざまなアク
ターと連携・共創し、開発途上国の課題解決に貢献し得
るビジネスを支援していきます。

ビジネスアイデアに富んだ68件を採択
JICAは、2010年度から2023年度公示分まで、延べ

1,516件の提案を採択し、支援してきました。2023年度
は11件のスタートアップ企業からの提案を含む68件を
採択しました。内訳は、現地の規制などビジネスを進め
る上で必要な基礎情報を収集し、開発途上国のニーズ
と製品・サービスとの適合性を検証し、初期的な事業計
画を策定する「ニーズ確認調査」が32件。適合性を検
証済みのサービス・製品を対象に、収益性の検証、現地
でのサービス・製品の提供体制の確立を通じて、より精
緻な事業計画を策定する「ビジネス化実証事業」が23

件。製品やビジネスモデルの検証・普及活動を行う「普
及・実証・ビジネス化実証事業」が13件となっています。

072   JICA REPORT 2024



ビジネスの役割の拡大
　開発途上国に流入する民間資金がODAを遥かに上
回るなかで、ビジネスの強みを生かした課題解決への
期待は大きくなっています。近年、SDGsを積極的に
経営に取り込む企業や、ESG投資・インパクト投資を

重視する金融機関は増加傾向にあり、ビジネスと開発
途上国の課題解決に向けた取り組みの親和性はます
ます高まっています。 JICA中小企業・SDGsビジネス
支援事業は、開発途上国の課題をビジネス機会と捉
え、自社が持つ技術や製品、ノウハウなどを活用して

中小企業・SDGsビジネス支援事業の延べ採択案件数
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中小企業・SDGsビジネス支援事業

協力準備調査（海外投融資） 海外投融資

海外投融資の活用を想定した
民間資金活用事業の計画策定を支援します

開発効果の高い
事業を行う

民間企業などへ
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支援メニューと事業化への流れ
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現地で基礎的な
情報を収集したい

現地ニーズに提案製品/
サービスが合うか確認したい
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製品/サービス提供体制や
運営方法を確立したい
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●基礎情報を収集したうえで、現地にどのよ
うなニーズがあるか、提案製品/サービス
がそのニーズに合うか確認します

●初期的なビジネスプランを策定します

●技術・製品やビジネスモデルの
検証・普及活動を通じ、ビジネ
スプランを策定します

●提案製品/サービスが顧客に受け入れられるか確認したうえで、現地
パートナーの確保などにより製品/サービス提供体制を構築し、ビジ
ネスの運営に向けた準備を行います

●収益性の検証などを通じて、より精緻なビジネスプランを策定します

中小企業支援型
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周辺国でもこの技術を生かしたい

JICAの支援は、規模の小さな当社が海外
進出する上で大きな助けとなりました。製
品の認知度も高まり、2024年度に向けて
タイの行政機関、教育機関、民間企業から
設計の依頼を受けました。今後はベトナム
をはじめインドシナ半島の周辺国へも展開
していきたいと考えています。

ラッカバン工業団地で開かれた完工式典秩父ケミカル株式会社代表取締役
吉田寿人さん

地下のスペースを有効利用
タイでは、経済発展に伴う都市化や気候変動によっ
て、近年、洪水や冠水・浸水が増加。600人以上の死者
を出した2011年の大洪水では、工業団地も被災し、
現地の日系企業も甚大な損害を受けました。
日本では、浸水・冠水対策として地中に雨水貯留空間
を作る方法が普及しています。特に、プラスチック製ブ
ロックをつなげ貯水タンクを作る方法は、貯水容量の
調節が簡単な上、低コストかつ短期間で施工できます。
　これをタイで生かせないかと考えたのが、同製品で

日本国内約15％のシェアを持つ秩父ケミカル株式会社
です。JICAの中小企業・SDGsビジネス支援事業とし
て、2019年から約3年間、プラスチック製雨水貯留構
造体（PRSS）の実証とビジネス化に取り組みました。

軽くて運搬・組み立てが簡単
実証事業では、首都バンコク近郊にあるラッカバン工
業団地で地盤調査を行い、詳細設計図を作成。タイ初
となるPRSSを設置するとともに、維持管理方法の指導
などを行いました。施工後のモニタリングを通じて、安
全性や有用性が確認されたことから、施工方法や維持
管理方法などを定めた技術指針を作成しました。
　こうした成果が、バンコク都からの受注につながり、
「Water Bank Project」の一環として公園の敷地内に

PRSSが設置されました。これは都が進めているプロ
ジェクトで、都内各地の地下に雨水貯留槽を整備し、災
害に強い都市づくりを目指したものです。
　秩父ケミカルの取り組みは、海外進出を目指す企業
の参考になると評価され、2023年に国土交通省が主催
するJAPANコンストラクション国際賞を受賞しました。
JICAは、こうしたビジネスを通じて開発途上国が抱え
る課題の解決を目指す日本企業を支援していきます。

タイ 浸水被害の軽減に寄与するプラスチック製雨水貯留構造体の普及・実証・ビジネス化事業

Global Agenda 20    防災・復興を通じた災害リスク削減

日本企業の技術が浸水被害を減らす

技術の普及を図るため施工は現地建設会社に依頼。プラスチック素材で軽量なため、
運搬や組み立て作業が楽なことも製品の大きな魅力となっている

事例
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